
　平成１９年度一般会計の歳入決算額は15,527,451,640円であり、予算に対して100.03％となっている。
　まず、三位一体改革に伴う税源移譲として個人住民税所得割の税率変更と定率減税の廃止等により、地方譲与税
の所得譲与税分が前年度と比較し皆減となり、その所得譲与税額分が市民税の対前年度比較342,212千円増となって
いる。地方特例交付金は、減税補てん分にかかる地方財政計画（△42.7％）により49,283千円（67.0％）の減と
なっている。31.2％と最大の割合を占める地方交付税に関しては全体で202,266千円（△4.0％）、普通交付税・特
別交付税（合併特別分の減額により）ともに減額となっている。
　国庫支出金では、矢本第一中学校の危険改築及び防音事業に係る補助金等が増となりましましたが、一般廃棄物
最終処分場整備事業及び寺沼線下浜橋架替事業の完成に伴う補助金の減等により、301,334千円（△14.8％）の減と
なっている。また、県支出金については、農業費で穀類乾燥調製貯蔵施設（いしのまき農業協同組合が事業主体）
の建設に係る強い農業づくり交付金、水産業費補助金に室浜漁港及び東名漁港地域水産物供給基盤整備事業費補助
金により全体で581,142千円（100.7％）の大幅増となった。
　使用料では、小松台団地にある浄化槽使用料及び浄化槽河南地区衛生処理センターの解散に伴う火葬場使用料を
それぞれ一般会計において収納したことにより22,247千円（8.7％）の増となっている。
　財産収入では、普通財産の宅地等の市有地売却処分にとどまり42,128千円（△62.6％）の減となっている。
　繰入金に関しては、前年度は公立深谷病院企業団の解散に伴う清算負担金に対する財源とした財政調整基金から
の繰入調整であったが、１９年度は河南地区衛生処理センター解散に伴う清算分と下水道事業及び農業集落排水事
業の特別会計資本費平準化債を発行したことによる調整をしたため、基金繰入金で343,335千円（△98.1％）の減と
なっている。
　市債に関しては、合併に伴い必要となる地域基盤整備に充てる財源として合併特例債を前年度に引き続き発行し
ており、主に矢本第一中学校危険改築及び防音事業において642,000千円及び地域振興基金積立475,000千円を行
い、合併特例債合計では1,302,000千円となった。また、地方財政計画で示された通常収支の不足の補填のための臨
時財政対策債もあわせた総額で1,876,749千円となり決算額全体のうち12.1％を占める結果となっている。

（表－１）歳入決算構成図　　　　　

市　　　　　税
　3,613,427千円
　　　　(23.3％)

繰越金
217,449千円
　　(1.4％)

諸収入
589,262千円
　　(3.8％)

（交通安全対策特別交付金を含む）

地方特例交付金
 24,234千円(0.2％)

国有提供施設等所在市町村助成交付金
242,872千円(1.5％)

自動車取得税交付金
　109,574円(0.7％)

地方消費税交付金・利子割交付金・配当割交付金・
株式等譲渡所得割交付金　384,849千円(2.5％)

地方譲与税　228,589千円(1.5％)

分担金及び負担金
　20,061千円
　　(0.1％)

財産収入・寄附金
　28,195千円
　　(0.2％)

使用料及び手数料
 305,059千円
　　(1.9％)

繰入金
 102,762千円
　　(0.7％)

県支出金
1,158,015千円(7.4％)

市　債
1,876,749円
(12.1％)

自主財源
4,876,215千円

(31.4％)

歳 入 総 額
15,527,452千円

(100.0%)

地方交付税
4,845,373千円

(31.2％)

依存財源
10,651,237千円

(68.6％)

国庫支出金
1,771,540千円
（11.4%）

普通交付税
4,351,292千円
特別交付税
　494,081千円



（表－２）目的別歳出決算の推移

　次に平成19年度の歳出決算の状況をみると、予算額15,522,909千円に対して執行額が15,251,287,165円となっ

ており執行割合は98.25％、前年度と比較して、総額で406,963千円、率では8.8％の減となっている。全体に占め

る構成割合の状況では、前年度と同様に民生費が最も高く23.2％を占め、次いで矢本第一中学校危険改築及び防音

事業費を含む教育費、合併特例債を活用した地域振興基金に50,000千円の積み立てを行った総務費となっている。

　目的別では、総務費において、河南地区衛生処理組合の解散に伴う清算金等を財政調整基金として翌年度へ積立

たことにより114,760千円（前年度対比5.6％）の増となっている。

　民生費については、後期高齢者医療制度の施行に向けて宮城県後期高齢者医療広域連合負担金や児童手当の支給

対象児童の拡大により61,417千円（1.7％）の増、衛生費では、前年度の公立深谷病院企業団解散に伴う精算負担

金と一般廃棄物最終処分場整備事業が完了年度であることにより、1,303,043千円（50.9％）と大幅な減となって

いる。

　農林水産業費は、農業費でいしのまき農業協同組合が建設する穀類乾燥調製貯蔵施設に対する強い農業づくり交

付金事業により、また水産業費においても、室浜漁港突堤新設工事及び東名漁港泊地浚渫工事により全体で

491,215千円（70.0％）の増となっている。

　商工費については、２０年度仙台･宮城デスティネーションキャンペーンに向けての負担金や準備経費により

1,070千円（0.7％）減、土木費においては、都市計画費で合併特例債を活用しての赤井駅前広場整備事業、大溜土

地区画整理事業が開始されたものの、防衛施設周辺整備事業費で、寺沼線下浜橋架替工事及び久保土橋架替工事の

完了により418,689円（21.9％）の減、消防費については、防火水利の充足を図るための防火水槽設置工事費及び

ポンプ積載車により35,085千円（4.0％）の増となっている。

　教育費では、中学校費で耐震診断に基づき地震に強く安心して学べる校舎整備として、矢本第一中学校危険改築

及び防音事業に係る関係経費を、社会教育費では、大塩公民館建設用地造成測量設計業務委託料等並びに上河戸集

会施設建設事業費関係経費により教育費全体で321,480千円（14.7％）の増となっている。

　災害復旧費につては皆減し、公債費は、宮城北部連続地震震災復旧県貸付金の元金償還開始と補償金免除による

財務省（旧運用部資金）の繰上償還金措置が認められ、合計で397,499千円（29.0％）の増となっている。
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（表－３）性質別歳出決算構成図

　続いて、歳出決算額を性質別支出状況からみますと、経常的経費が前年度と比較して273,257千円（7.1％）の減となっ

ているものの、依然として歳出総額の65.5％を占める状況となっており、毎年継続して固定的に支出される経費が、市の

決算において大きな割合を占める状況に変わりが無いことがうかがえます。

　それぞれ19年度の特徴点について、まず全体の18.5％を占めている人件費に関しては、行財政改革実施計画に則り職員

新規採用の抑制、各種委員等報酬の見直し、互助会補助金の廃止等自助努力により対前年度比で90,652千円（3.1％）と

引き続き減少しています。物件費においては、管理方法の見直しなどにより節減に努めているが、選挙執行経費のほか昨

今の燃料費の高騰を反映し市が管理する施設にもその影響（前年度対比8,788千円の増）が顕著に現れ、また、ＤＣを控

えた観光パンフレットの印刷製本費など需用費が増額要素割合を占めている状況にあります。扶助費については、児童措

置費等の制度改正にもより依然として増加ていますが、逆に補助費等は公立深谷病院企業団に対する負担金の清算に伴

い、504,225千円（22.4％）の大幅減となっています。

　また、特別会計等に対する繰出金については、下水道特別会計において１９年度より資本費平準化債を活用したことか

ら減となったものといえます。

　次に投資的経費ですが、前年度が特定防衛施設周辺整備事業繰越分などから単独分で減となったものの、補助事業費で

は一般廃棄物最終処分場整備事業の完了や矢本第一中学校危険改築及び防音事業の事業費増加の相殺から239,555千円

（8.0％）の減となっている。しかしながら、国の公共投資の状況にあわせ前述の経常的経費が同水準で推移することに

より、今後も減少傾向で推移することも考えられます。

　前年度と比較して大きな変化については、積立金と貸付金が大幅に増加した。積立金199,910千円（36.2％）の増は、

一部事務組合である河南地区衛生処理組合が解散したことにより翌年度施設の解体経費として清算額を財政調整基金に積

立（107,135千円）を行ったことと、補償金免除による財務省繰上償還金に対応するため減債基金に120,121千円を積立し

たことが主なものであり、貸付金の減167,520千円（70.1％）は前年度に公立深谷病院企業団の解散に関し、運転資金貸

付（150,000千円）分が要因となっている。

単独事業費
989,194千円

(6.5%)

人　件　費
2,822,987千円

(18.5%)

扶 助 費
1,684,366千円

(11.1%)

公 債 費
1,769,275千円

(11.6%)

維持補修費　203,848千円 (1.3%)

貸付金　71,300千円(0.5%)

投資的経費
2,761,517千円

(18.1%)

その他
2,508,006千円

(16.4%)

補助費等
1,747,545千円

(11.5%)
物　件　費

1,753,743千円
(11.5%)

投資及び出資金・積立金
771,685千円(5.0%)

補助事業費
1,772,323千円

(11.6%)

繰 出 金
1,795,904千円

(11.5%)

歳　出　総　額

15,251,287千円
(100.0%)

経常的経費
9,981,764千円

(65.5%)


